
人

１

２

・給料等の削減措置

5,762

千円

（３）　特記事項

5,911,4721,059

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

区　分

栗原市の給与・定員管理等について

735,801 1,363,170 5,582

給与費

給料

Ａ

歳 出 額住民基本台帳人口

（22年度末）

人 件 費 率

Ｂ/Ａ

人 件 費実質収支

別　紙　３

１　　総括　

（１）　人件費の状況　（普通会計決算）

（参考）

22年度

76,202

人 ％

19.5

千円

1,191,251 8,664,671

千円

44,424,044

千円 千円千円

19.9

Ｂ

％千円

21年度の人件費率

職員手当 期末・勤勉手当 給与費　Ｂ/Ａ

3,812,501

千円

計　Ｂ

一 人 当 た り

　職員数は、平成22年4月1日現在の人数である。

千円

（注）

（２）　職員給与費の状況　（普通会計決算）

区 分 職員数

Ａ

市長

副市長

教育長

平成23年6月1日から平成25年4月30日まで

区分

22年度

　職員手当には退職手当を含まない。

（４）　ラスパイレス指数の状況　（各年4月1日現在）

780,000円× 7%

640,000円× 5%

給料
削減内容

（給料月額×減額率） 削減期間

973,000円×10%875,700

725,400

608,000

105

１

２ 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（注） 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

(H18)

94.9

(H18)

95.3

(H18)

97.4

(H23)

93.5

(H23)

96.9

(H23)

98.8

90

95

100

栗原市 類似団体平均 全国市平均
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（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

平均給与月額

（国ベース）

345,239

379,909

390,100

302,114 311,816

424,600

---

②技能労務職

４級 ７級

366,200

458,400

５級

289,200

402,500

６級

320,600261,900

２級

185,800

309,200

３級

222,900

356,400

356,410

399,993

392,033

---

平均給料月額

318,210

343,936

327,205

330,099

42.3

43.6

42.8 440,213

１級

135,600

243,700

397,723

３　　職員の平均給与月額、初任給等の状況　

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成23年4月1日現在）

①一般行政職

区 分 平均年齢 平均給与月額

栗原市

類似団体 43.7

---

54.7282,814
自家用乗用車
運転者9

51.6

宮城県

栗原市

国

平均給与月額
（Ｂ）

Ａ/Ｂ
平均給与月額

（Ａ）

53.8

383,254

308,077

平均給与月額
（国ベース）

324,252 1.55209,700

48.8

315,988

311,922

254,000 1.30329,320

区 分

311,792

平均年齢

299,250

職員数

27

302,977

310,919 322,951

平均給料月額

---

民　　　間 参 考公　　務　　員

51 322,157 --- ---

対応する民間
の類似職種

平均年齢

317,048

うちその他

うち自動車運転手

宮城県

3,689

48.5

49.5

49.5

8

257

うち用務員

うち学校給食員 7

53.9

50.1

321,662---

332,110

国 283,862

358,903 ---

--- ---

39.9

---

---

---

用務員

調理師

---

---

1.31

---

---

---

238,500

２　　一般行政職給料表の状況　（平成23年4月1日現在）　

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

（単位　：　円）

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 -

※

※

※

5,093,310

5,011,224

た期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

3,329,500

-

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給され

5,152,006 1.752,943,200

3,127,7004,929,449 1.58

1.53

年収ベース（試算値）の比較

公務員
（Ｃ）

うちその他

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19～21年の3ヶ年平均）

310,252

うち学校給食員

うち用務員

区 分

類似団体

栗原市

うち自動車運転手

--- ---49.4

---

参　　　考

Ｃ/Ｄ

--- ---

298,396

民間
（Ｄ）

322,707 --- ---48
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歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

１

２

３ 幼稚園教育職欄における宮城県の数値は、小・中学校教育職の数値である。

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

平均給与月額

328,672

360,756

平均給与月額

（国ベース）

297,854

319,180

42.3 311,324 337,155

286,503

平均給料月額

275,145

293,310

③幼稚園教育職

439,18145.0

平均給料月額

392,373

平均年齢

（注）

---

---

---

平均給与月額

304,701

---

---

---

④消防職

栗原市

区 分

40.0

高 校 卒 140,100

教 育 職

宮城県

類似団体

栗原市

区 分

　「平均給料月額」とは、平成23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

類似団体

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ

ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当

の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

平均年齢

39.4

38.9

（２）　職員の初任給の状況　（平成23年4月1日現在）

大 学 卒 172,200 178,800 172,200

区 分 栗 原 市 宮 城 県 国

高 校 卒 140,100 144,500 140,100

技 能 労 務 職 高 校 卒 137,200 141,900

中 学 卒 121,600 125,400

高 校 卒 140,100 -

幼 稚 園 大 学 卒 172,200 -

-

一 般 行 政 職

消 防 職 大 学 卒 172,200 -

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　技能労務職-中学卒-経験年数20年は該当する者がいないため、経験年数21年の者について記載している。

　　　　　消防職-高校卒-経験年数10年は該当する者がいないため、経験年数11年の者について記載している。

　　　　　消防職-大学卒-経験年数20年は該当する者がいないため、経験年数21年の者について記載している。

　　　２　近似の区分にも該当する者がいない場合には-（ハイフン）を表示している。

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成23年4月1日現在）

一 般 行 政 職 大 学 卒 235,740 276,300 324,820

幼 稚 園

区 分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

299,333

技 能 労 務 職 高 校 卒 - 234,800 258,800

高 校 卒 203,875 248,025

253,900

大 学 卒 - - -

中 学 卒 - -

高 校 卒 - -

大 学 卒 229,300 - 315,400

281,000高 校 卒 203,633 236,100

-

消 防 職

教 育 職
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１

２

（注）

3 級

人

４　　一般行政職の級別職員数等の状況　

人
6 級

部次長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度

のものとして市長が規則で定める職の職務（次長・参事）

2 級

21

188

％

49

74

237

51

人 ％

人

主事、技師、保育士又は教諭（以下、「主事等」という。）の職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を処理する主事等の職務

1 級

（１）　一般行政職の級別職員数の状況　（平成23年4月1日現在）

区 分 標 準 的 な 職 務 内 容 職 員 数 構 成 比

5 級

4 級

人 ％

7.8

度のものとして市長が規則で定める職の職務（課長補佐・主幹）

係長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度の 人

課長補佐の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程

ものとして市長が規則で定める職の職務（係長・主任主査・主査）

　栗原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

％

ものとして市長が規則で定める職の職務（部長・理事）

人

10

ものとして市長が規則で定める職の職務（課長・副参事）

課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度の

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

7 級
部長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度の

11.7

37.6

29.8

8.1

％

％

％

3.3

1.6

4級

29.8%
4級

29.0% 4級

30.0%

5級

8.1%
5級

9.6% 5級

10.9%

6級

3.3%

6級

4.3%
6級

5.6%

7級

1.7%

7級

1.7%

7級

2.6%

60%

70%

80%

90%

100%

（注） 平成18年4月1日に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

（２）　昇給への勤務成績の反映状況

　所属長が1月1日から12月31日までの1年間における勤務成績、勤務態度等を判定し、その判定に基づき翌年1月1日に実施
する昇給の区分（0号俸から8号俸）を決定することとしている。

1級

7.8%

1級

7.9%

1級

12.4%

2級

11.7%

2級

14.2%

2級

18.9%

3級

37.6%

3級

33.3%

3級

19.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成23年度の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　　　5～20％

・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

（退職時特別昇給　なし）

（２％～２０％加算）

（1.45）

2.60 1.35

（0.65）

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額（平成22年度） １人当たり平均支給額（平成22年度）

５　　職員の手当の状況　

（加算措置の状況）

（１）　期末手当・勤勉手当

栗 原 市 宮 城 県

---

千円 千円1,6911,387

（平成22年度支給割合）

月分 月分 月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（0.65）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分 月分

月分

（0.65）

月分

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

国

栗 原 市

（２）　退職手当　（平成23年4月1日現在）

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況　（一般行政職）

国

自己都合 勧奨・定年 勧奨・定年（ 支 給 率 ）

月分 月分

59.28

23.50 30.55

月分41.34

47.50 月分

月分

自己都合

23.50 月分

47.50 月分

最 高 限 度 額 月分

月分

33.50 月分 41.34 月分

30.55

59.28 月分

59.28 月分 59.2859.28 月分 59.28

勤 続 ２ ５ 年33.50 月分

月分

千円 千円23,90215,462

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

勤 続 ２ ０ 年

勤 続 ２ ５ 年

勤 続 ３ ５ 年

１人当たり平均支給額

最 高 限 度 額

（ 支 給 率 ）

勤 続 ２ ０ 年

勤 続 ３ ５ 年

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

　基準日（6月1日・12月1日）以前の6ヶ月以内の期間における勤務成績、勤務態度等を所属長が判定し、その判定を基に成績
率を決定（管理職を対象として制度試行中）。

（1.45） （1.45）

2.60 2.60 1.351.35

期末手当 勤勉手当

月分

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

宮城県多賀城市

　 （注） 選挙に係る時間外勤務手当を除く。

左記職員に対する支給単価

％

33,336

国の制度（支給率）

千円

％

％

3 ％

％

支 給 率

支給実績　（平成22年度決算）

消防勤務手当

手 当 の 名 称

202,748

消防職員

221

支 給 対 象 職 員 数

（４）　特殊勤務手当　（平成23年4月1日現在）

％

3

％

（３）　地域手当

3

6宮城県仙台市 6 ％ 13

円

（平成23年4月1日現在）

支 給 対 象 地 域

18 ％ 1 人 18 ％東京都特別区

支給職員１人当たりの平均支給年額（平成22年度決算） 249,732

　　支給実績（平成22年度決算） 3,746

％ 0 人

宮城県利府町 3 ％ 0

宮城県名取市

3 0

人

30

人 3

人

人

3 ％宮城県富谷町

300円消防勤務手当 消防職員 救助業務

千円

円

水火災等の業務

5,134

300円

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成22年度決算）

主 な 支 給 対 象 業 務

職員全体に占める手当支給職員の割合 14.5

手当の種類　（手当数）

　　支給実績　（平成22年度決算）

消防勤務手当

主 な 支 給 対 象 職 員

1

200円

消防勤務手当 消防職員 救急業務

救急救命士 救急業務

千円

千円

200円

（５）　時間外勤務手当

職員１人当たり平均支給年額　（平成22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算）

消防勤務手当 消防職員

支給実績　（平成21年度決算）

災害出場時の機関業務 200円～300円

324,542 千円

272 千円
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支給職員１人当たり

128,555

内 容 及 び 支 給 単 価

（６）　その他の手当　（平成23年4月1日現在）

平 均 支 給 年 額手 当 名
国の制度
との異同

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

支　給　実　績
（平成22年度決算）

－

34,714

扶 養 手 当

円千円

（平成22年度決算）

千円 224,355

千円 円

円

257,144

76,706

住 居 手 当

1　借家・借間に居住している職員
 ア　月額23,000円以下の家賃を
支払っている職員　家賃-12,000
円
 イ　月額23,000円を超える家賃を
支払っている職員
 　11,000円＋(家賃-23,000円)/2
但し、27,000円が限度
 ウ　市の宿舎等に入居している者
には支給しない

〃

〃 － 71,490通 勤 手 当

-

1　配偶者　13,000円
2　配偶者以外の扶養親族
　 1人につき6,500円（職員に配偶者
がない場合は、そのうち１人について
11,000円）

※　扶養親族である子のうち、満15歳
に達する日以後最初の4月1日から満
22歳に達する日以後の最初の3月31
日までの間にある子1人につき5,000
円加算

同じ

1　交通機関等の利用者
 ア　1か月当たりの運賃等相当額
が55,000円を超えない場合
　・定期券又は回数券の価額(最も
経済的かつ合理的なもの)
 イ　1か月当たりの運賃等相当額
が55,000円を超える場合
　・55,000円を限度。ただし、新幹
線鉄道等利用者については特別
料金等/2を20,000円を限度に加
算
2　自動車等の使用者
　・使用距離(片道)により、2,000円
～24,500円

696 348,000 円

- 円

－ 千円

－ 58,650 千円

千円

円67,028

単身赴任手当

転勤により住居を移転し、配偶者
等と別居して単身で生活する職員
23,000円
※ただし、職員の住居と配偶者等
の住居との間の距離が100㎞以上
の場合、その距離に応じて6,000
円～45,000円加算する

〃

寒冷地手当

11月から3月までの5ヶ月間支給
1　Ｈ16.4.1における市町村名で、
築館町、栗駒町、高清水町、一迫
町、鶯沢町、金成町、志波姫町、
花山村に勤務する職員
ア　世帯主である職員
・扶養親族あり
  月額　　　17,800円
・扶養親族なし
　月額　　  10,200円
イ　その他の職員
　月額　　　7,360円
2　Ｈ16.4.1における市町村名で、
若柳町、瀬峰町に勤務する職員
　月額　　　00,000円

〃

初任給調整手当 -

１　医療職給料表（一）の適用を受
ける職員のうち採用による欠員の
補充が困難であると認められる職
　月額　　306,900円
採用の日から35年以内、採用の
日から１年を経過するごとにその
額を減じて支給する

〃 －
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医師に係る手当額宿日直手当

内 容 及 び 支 給 単 価
国の制度
との異同

国 の 制 度 と
異 な る 内 容

支　給　実　績
（平成23年度決算）

－

千円

21,270

33,517 円

１　勤務１回につき4,200円
２　入院患者の症状の急変等に対
処するための医師又は歯科医師
の勤務にあたっては　22,000円

異なる 603 千円

－

〃

管理職手当

－

災害応急対策又は災害復旧のた
め国又は他の地方公共団体から
派遣された職員が、住所又は居所
を離れて市の区域に滞在する場
合に支給
6,620円／日　以内

249,841

災害派遣手当 〃

休日勤務手当

手 当 名

夜間勤務手当 〃

管理職員
特別勤務手当

円

円512,690

支給職員１人当たり

（平成23年度決算）

平 均 支 給 年 額

〃 － 3,701

管理又は監督の地位にある職員
の職のものについて、その職務の
特殊性に基づき支給
行政職
 18,500円～66,400円

〃 －

千円

67,675

臨時又は緊急の必要その他の公
務の運営の必要により週休日又は
休日等に勤務した場合に支給
3,000円～6,000円

正規の勤務時間として午後10時
から翌日の午前5時までの間に勤
務することを命ぜられた職員に対
して支給
勤務1時間あたりの給与額×
25/100×勤務時間数

休日において、正規の勤務時間
中に勤務することを命ぜられた職
員に対して支給
勤務1時間あたりの給与額×
135/100×勤務時間数

35,727 千円

- 千円

7,830 千円

円

円

円

61,651

-
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円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

１

２

給料月額×在職月数×44/100

給料月額×在職月数×26/100

６　　特別職の報酬等の状況　（平成23年4月１日現在）　

区 分

（注）

の見込額である。

　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

9,734,400

822,000

給 料 月 額 等

20,549,760

499,000

議 員

副 議 長

399,600

1,030,000 401,500

780,000

503,000 250,000

403,000 240,000

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由

457,000

報

酬

議 長

給

料

543,000 305,000

973,000

副 市 町 村 長

市 区 町 村 長

（参考）　類似団体における最高　/　最低額

増 減 数

主 な 増 減 理 由

432,000

部 門

期

末

手

当

（平成23年度支給割合）

（平成23年度支給割合）

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

（算定方法） （１期の手当額）

任期毎

７　　職員数の状況　

2.9

2.9 月分副 議 長

収 入 役

議 長

議 員

月分

（支給時期）

対 前 年

退
職
手
当

任期毎

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

備 考

　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当

（各年４月１日現在）

区 分

平成22年 平成23年

職 員 数

人

（ 人 ）

人

（ 人 ）

〔 〕 〔 〕 〔 〕

１

２

1

総務 209 204 △ 5

農林水産

26

88 △ 9

27 勤務条件の改善のための増

勤務条件の改善のための増

災害対応のための一時的不補充

87.21

　〔　　　〕内は、条例定数の合計である。

類似団体の人口１万人当たりの職員数

類似団体の人口１万人当たりの職員数

135.17

不補充による減

合 計

△ 1

224商工 22

75

計

災害対応のための一時的不補充

災害対応のための一時的不補充

議会

税務

79

79 △ 4 不補充による減

（注）

674 △ 18 ＜参考＞

△ 1 災害対応のための一時的不補充76

179

83

180

88.45

△ 1

土木

民生

692

消 防 部 門

人口１万人当たり職員数

教 育 部 門 196

一

般

行

政

部

門

衛生

64.77

業務委託による減

△ 2

207 △ 11

普

通

会

計

部

門

8 7

小 計

197.76

＜参考＞

本庁集約に伴う減30 28

新看護基準に対応するための増

161 160 △ 1

人口１万人当たり職員数

1,060 1,030

397 401 4

△ 30

公

営

企

業

等

会

計

部

門

病 院

水 道

下 水 道

小 計

そ の 他

0

29 29 0

19 19

2

＜参考＞

1,535 1,507 △ 28

　職員数は一般職に属する職員数である。

1,725 1,725 人口１万人当たり職員数

475 477

人

災害対応のための一時的不補充
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人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

692

142 150 155 160 161

207 196

６０歳

674

（３）　職員数の推移

未満

△ 126 （△15.8％）800

（２）　年齢別職員構成の状況　（平成23年4月1日現在）

〜 〜 計

５２歳 ５６歳

〜

３１歳 ５９歳

136

４３歳

３２歳 ３６歳 ４０歳

〜

２０歳

〜 〜 〜

２８歳 ４８歳

129 208 193

３５歳 ５５歳３９歳 ５１歳４７歳２７歳２３歳

18年

89

772

18 （12.7％）

△ 41

184 215 9

過去５年間

の増減数（率）

（△17.3％）

160

区分

職員数
8

４４歳

〜 〜〜

２０歳 ２４歳

59

23年19年

一般行政

年度

718

237 230 220 211

741

教育

1,507

以上

106 171

22年

消防

20年 21年
部門別

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳

未満

20歳

|

23歳

24歳

|

27歳

28歳

|

31歳

32歳

|

35歳

36歳

|

39歳

40歳

|

43歳

44歳

|

47歳

48歳

|

51歳

52歳

|

55歳

56歳

|

59歳

60歳

以上

構成比

５年前の構成比

（％）

１

２ 　合併した団体にあっては，合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

1,535 1,507 △ 146 （△8.8％）1,653 1,630 1,575 1,558

（注） 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

3 （0.6％）

1,060 1,030

474 478

1,179 1,152 1,116 1,089

475 477

△ 149 （△12.6％）

142 150 155 160 161 18 （12.7％）160

総合計

公営企業等会計計 459 469

普通会計計

消防
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人

１

２

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

１

２

区 分

③　職員の手当の状況

団 体 平 均

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況　（平成23年4月1日現在）

事 業 者 - -

平 均 月 収 額

124,076

千円

6,443

　職員数は、平成23年3月31日現在の人数である。

20 80,250 14,480

平 均 年 齢 基 本 給

（注） 　職員手当には退職給与金を含まない。

29,346

千円

Ａ 給 料 職員手当

千円

職員数 給与費 （参考）団体平均

千円 千円

6,204

千円

％

期 末 ・ 勤 勉 手 当 計　Ｂ

11.1

一人当たり

給与費　Ｂ/Ａ 一人当たり給与費

1,290,216 △ 63,311 170,488 13.2

千円 千円

Ａ Ｂ

％千円

Ｂ/Ａ

純 損 益 又 は 職 員 給 与 費 総費用 に占 め る

実 質 収 支 職 員 給 与 費 率

総費用

（１）　水道事業

　　　なし

　イ　特記事項

区 分

８　　公営企業職員の状況　

職 員 給 与 費 率

（参考）

平成21度の総費用に占める

（注）

　ア　決算

①　職員給与費の状況

企 業 職 （ 一 ）

　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

　基本給は、給料・扶養手当及び地域手当の合算額である。

43.4 334,146 465,876

区 分

22年度

22年度

　ア　期末手当・勤勉手当

・役職加算5～15％ ・役職加算5～15％

その他の加算措置 定年早期退職特例措置

月分

月分

千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した職員に支給された平均額である。

千円

定年早期退職特例措置

月分 最 高 限 度 額

千円- 千円 １人当たり平均支給額 15,462 23,902

（退職時特別昇給　なし） （退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額 17,119

59.28 月分 59.28 59.28月分

月分

月分

月分

59.28 月分

33.5033.50 月分 41.34 41.34

月分 勤 続 ３ ５ 年 47.50

月分23.50 月分

47.50 月分 59.28 59.28

勤 続 ２ ５ 年

23.50 月分

自己都合 勧奨・定年

30.5530.55 月分

自己都合 勧奨・定年

栗 原 市 栗原市（一般行政職）

（注）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

１人当たり平均支給額（平成22年度） １人当たり平均支給額（平成22年度）

月分 月分2.60

月分

月分

（0.65） （1.45）

千円

2.60

月分 月分

勤 続 ２ ０ 年

月分

1.35月分

1,340

1.35

栗 原 市 栗原市（一般行政職）

勤勉手当

（0.65）

（2％～20％加算）

（ 支 給 率 ）

　イ　退職手当　（平成23年4月1日現在）

その他の加算措置

最 高 限 度 額

勤 続 ３ ５ 年

（2％～20％加算）

1,387

勤 続 ２ ５ 年

勤勉手当

（平成23年度支給割合）

期末手当

（平成22年度支給割合）

期末手当

（ 支 給 率 ）

勤 続 ２ ０ 年

千円

（1.45）

　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。
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　カ　その他の手当　（平成23年4月1日現在）

職員１人当たり平均支給年額　（平成22年度決算） 212

千円

％ 0

人

宮城県多賀城市

3 ％

人

3

％

一般行政職の
制度と異なる内容

支給実績
（平成22年度決算）

支給職員１人当たり

千円

千円

％

宮城県仙台市

支給実績　（平成22年度決算）

0

2,327

％

平均支給年額

- 円

円

（平成22年度決算）

1 179

0

294 750千円

　オ　時間外勤務手当

内容及び支給単価

122

3 ％

　エ　特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

0

宮城県富谷町

3 ％

％

千円

- ％

円

％

人

人

　ウ　地域手当

千円

18 ％ 0 人

支 給 対 象 地 域

3

支 給 率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

％6 0 6

宮城県名取市

％

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

宮城県利府町

33 0

18

-

東京都特別区

人 3

支給実績　（平成21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成22年度決算）

手当の種類　（手当数）

千円-

職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合

支給実績　（平成22年度決算） 3,810

住居手当

手 当 名
一般行政職
の制度
との異同

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（平成23年4月1日現在）

支給実績（平成22年度決算） -

-千円

1,005

-

寒冷地手当

管理職手当

- 千円 -

-

円

- 円

円

- 千円 - 円

円

円千円

- 千円 - 円

1,173 586,302 円

千円

-

83,750

円

円1,706 千円 77,536

1,179 294,750千円

宿日直手当

夜間勤務手当

災害派遣手当

初任給調整手当

通勤手当

住居手当

千円

管理職員特別勤務手当 -

単身赴任手当

千円
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人

１

２

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

22年度

団 体 平 均
( 看 護 師 ）

- - -

団 体 平 均
（ 医 師 ）

- - -

事 務 員 40.8 323,171 469,418

47.0

40.7

42.0

医 師

医 療 技 術 員

看 護 師

基 本 給

1,472,484

426,623

439,339

平 均 月 収 額

655,350

291,062

302,139

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況　（平成23年4月1日現在）

区 分 平 均 年 齢

団 体 平 均
（ う ち 事 務 職 員 ）

- - -

　職員数は、平成23年3月31日現在の人数である。

　イ　特記事項

区 分 職員数 給与費

538,687 2,554,678

（注） 　職員手当には退職給与金を含まない。

6,500393 1,493,818 522,173

千円千円 千円 千円 千円

①　職員給与費の状況

　ア　決算

区 分 総費用 純 損 益 又 は 職 員 給 与 費 総費用 に占 め る （参考）

実 質 収 支 職 員 給 与 費 率 平成21年度の総費用に占める

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ 職 員 給 与 費 率

千円

7,063,268 △ 8,349 3,401,299 48.2 45.9

％

（２）　病院事業

％
22年度

千円 千円

千円

6,803

Ａ 給 料 職 員 手当 期 末 ・ 勤 勉 手 当 計　Ｂ

一人当たり （参考）団体平均

給与費　Ｂ/Ａ 一人当たり給与費

歳 円

・役職加算5～20％ ・役職加算5～15％

30.55 30.55

41.34 41.34

59.28 59.28勤 続 ３ ５ 年 47.50 月分

その他の加算措置 その他の加算措置定年早期退職特例措置

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額 15,462 23,902

月分

（退職時特別昇給　なし） （退職時特別昇給　なし）

１人当たり平均支給額 2,177 千円

最 高 限 度 額 月分59.2859.28 月分月分

23,282

59.28 月分

47.50 月分

最 高 限 度 額

千円 千円

59.28

勤 続 ３ ５ 年

月分 月分勤 続 ２ ５ 年

月分

千円

勤 続 ２ ０ 年 23.50 月分

勤 続 ２ ５ 年 33.50 月分 月分 33.50

　イ　退職手当　（平成23年4月1日現在）

栗 原 市

自己都合 勧奨・定年

勤 続 ２ ０ 年 23.50 月分 月分

（ 支 給 率 ）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

自己都合 勧奨・定年 （ 支 給 率 ）

月分 月分（1.45） （0.65）

栗原市（一般行政職）

定年早期退職特例措置

（2％～20％加算）

　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

期末手当 勤勉手当

月分 月分1.35 月分 月分2.60 1.35

栗原市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成22年度） １人当たり平均支給額（平成22年度）

1,431 千円 1,387 千円

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

栗 原 市

期末手当 勤勉手当

2.60

月分 月分（1.45） （0.65）

（注）

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

（ う ち 事 務 職 員 ）

事 業 者 - -

（2％～20％加算）

月分
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　オ　時間外勤務手当

支給実績 （平成 年度決算） 千

研究手当 月額350,000円以内

月額3,000円

医療業務

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合

月額350,000円以内

夜間看護手当 夜間看護業務に従事した看護師 夜間看護業務

診療手当 医師 医療業務

　エ　特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）

支給実績　（平成22年度決算） 205,761 千円

手当の種類　（手当数）

手 当 の 名 称

１回当たり1,600～2,700円

危険手当

宮城県富谷町 3 ％ 0 人

69.5

％

円

％

0

0

0

主 な 支 給 対 象 職 員

％

％

人

6

主 な 支 給 対 象 業 務

3 0

宮城県名取市

3

％

0 人 3

3

％

人 3

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 1,205,329

人

宮城県多賀城市

15

（平成23年4月1日現在）

-

一般行政職の制度（支給率）

3

18

医師

人

％

％

％ 30

東京都特別区

宮城県仙台市

支 給 率 支給対象職員数

6

　ウ　地域手当

宮城県利府町

人

支 給 対 象 地 域

支給実績（平成22年度決算） 36,160

％

18

％

3

往診料の50～100％

医師

放射線取扱業務に常時従事する職員

待機手当

7

％

％

千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成22年度決算） 753,702 円

％

緊急出動手当 緊急医療業務その他緊急に必要な業務に従事した職員

放射線取扱業務

正規の勤務時間以外の時間に待機を命ぜられた職員 医療業務 １回当たり2,000～3,000円

往診手当 往診を伴う診療業務に従事した医師 診療業務

１回当たり500～3,000円

医療業務

休日勤務手当 - 11,797 千円 67,027

扶養手当 - 28,522

-

288,000

円

千円 208,193 円

千円

31,499 千円 499,981 円宿日直手当
医師　38,000円

医師以外の職員　6,200円
異なる

職種ごとに
異なる

136,069 円

災害派遣手当 - -

円

円

円

円

60,530

円千円

千円

-

-

- 1,728 千円

千円

- 千円

円

住居手当 - 12,762

- 23,211

円

79,490

（平成22年度決算）

支給実績　（平成22年度決算） 56,166 千円

千円

　カ　その他の手当　（平成23年4月1日現在）

手 当 名

寒冷地手当

管理職手当

千円

-

250,240

支給職員１人当たり

平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算） 135

支給実績
（平成22年度決算）

一般行政職
の制度
との異同

千円44,439

751,752

-

千円

48,112

千円管理職員特別勤務手当

単身赴任手当

通勤手当

初任給調整手当

-

-

夜間勤務手当 - 25,717

-

16,222

支給実績　（平成21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額　（平成22年度決算） 171 千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

内容及び支給単価
一般行政職の
制度と異なる内容

円
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